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はじめに  

 

かつて、「教育」を語る時、そこにはほとんどの場合、予備校は含まれていな

かった。新聞やテレビに予備校が登場するとすれば、「受験戦争の過熱」といっ

た予備校のマイナス面を強調する場でしかなかったのである。しかしながら、

近現代の日本の教育において入学試験が上級学校への進学において不可欠であ

ったことを考えれば、入学試験の準備教育を施す予備校はその産物ということ

ができる。その功罪はさておき 100 年以上も予備校がその存在を保っていると

いうことは、日本の「教育制度」を考える上で無視することはできない事実で

ある。  

本稿では「 SKY」と呼ばれる三大予備校 1の一つである駿台予備学校（以下駿

台）をモデルに、予備校が今まで果たしてきた社会的役割について考察するこ

ととする。尚､本稿では、諸参考文献、記事、各統計とともに、文部科学省(2001

年 7 月 2 日、15 時 30 分～16 時 15 分、生涯学習政策局生涯学習推進課、西山

氏 )及び、駿台５号館（2001 年 8 月 10 日、15 時～16 時 30 分、広報課、西川

氏）にて行った独自のインタビューに依拠するものとする。  

 

第 1 章   予 備 校 の 成 立 過 程 と そ の 展 開  

 

第 1 節   予 備 校 の 出 現 と そ の 歴 史 的 背 景   

 

1918 年 12 月に大学令が公布されるまで、日本の大学は帝国大学のみであっ

た。当時の学校制度は、現在のように単線型ではなく、イギリスの教育制度 2に

みられるような複線系で、小学校－中学校－高等学校－帝国大学、小学校－中

学校－専門学校、小学校―高等女学校－専門学校、小学校－実業学校－専門学

校という形をとっており、小学校以上の上級学校に進む場合、全て選抜試験が

行われていた 3。中でも、社会のエリートの地位を保証する帝国大学卒業という

肩書きを手に入れるため多くの若者たちが中学校－高等学校－帝国大学という
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コースを目指した。その最大の難関が高等学校入試であった。1905 年の文部省

年報によれば、高等学校入学者のうち浪人経験者は計 571 人。浪人生が入学者

の 4 割を占めていたのである。浪人生はその後も増えつづけ、それに応じて全

国に様々な予備校が生まれていった。つまり、当時から予備校に頼らなければ

進学できないという、教育制度の「歪」が生じていたのである。  

明治期に東京に開設された予備校には研数学館（1897 年）、官立学校予備校

（1900 年）、普通学講習会・正則予備学校（1902 年）、早稲田高等予備学校・

開成予備学校（1903 年）、錦城予備学校・中央高等予備学校（1905 年）、明治

高等予備学校（1907 年）、東洋高等予備学校・日本高等予備学校（1908 年）、

東京高等予備学校（1910 年）がある 4。このうち開成、錦城は中学校が校内に

上級コースとして設けたもので、現在の受験補習科に当たるものであった。ま

た、早稲田、中央、明治、日本高等予備学校などは、それぞれ早稲田大学、中

央大学、明治大学、日本大学などが開いたものであり、対象はもちろん自校進

学希望者ではなく、官立諸学校 5を目指す浪人生たちであった。大学の施設を使

い、豊富な教授陣を活用しての副業であり、私立大学にとって有力な収入源と

なっていた 6。しかしこれらの私立大学による予備校は、大正期になって各私立

大学が正式に大学として認可されるとともに急速に姿を消していくことになる。

また、このころの予備校は入学試験準備機関であると同時に未発達であった中

等教育機関の補充機関でもあったので、修業年限も 3 年近くというものが多く、

さらに予科として 1 年程度の過程を持つ学校もあった 7。このことについて、吉

野剛弘氏は、「戦前日本の予備校は、まず中等教育機関の補完役としての予備校

から出発し、当時の教育制度の隙間を埋める教育機関として機能していた。つ

まり「官」にすりよることで正当性と安定性を獲得せざるを得なかったのであ

る。」 8と述べている。このことから、当時の予備校は社会的に日陰の部分の存

在であったことがうかがえる。  

 

第 2 節   駿 台 予 備 学 校 の 成 立  
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このような社会的背景の中、当時、明治大学及び明治高等予備校で教鞭をと

っていた駿台の創立者・山崎寿春氏 9は受験生に対する直接指導を大学外でも行

おうと試み、1918 年 1 月、東京・神田橋にある東京府教育界に駿台の前身であ

る「東京高等受験講習会」を開設した。駿台の歴史はこの年からスタートする

ことになる。そして、1927 年 4 月、東京高等受験講習会は、大日本国民中学会

10の 5 階の大教室を借りて「駿台高等豫備學校」となった。駿台はその一角を

本拠として、それまでの断続的に開く講習会形式から決別して、予備校として

の第一歩を踏み出したわけである。さらには、3 年後の 1930 年 12 月、東京府

から各種学校「駿台高等予学備校」として認可されることとなる。  

しかし、1938 年に大日本国民中学会が事業に行き詰まり倒産、駿台も借りて

いた教室を明け渡さなければならなくなった。そこで、寿春氏が勤めていた明

治大学と交渉し、当時使われていなかった明治大学女子部の校舎 11を借り急場

をしのいでいる。そこで、独自の教室の確保のために駿台は 1940 年 3 月 3 日、

新校舎を完成させ 12、この日に移転を完了した。また、この年、寿春氏は 29 年

間勤めた明治大学を退職した。その後、1952 年 10 月 28 日には「駿台高等予

備学校」は「学校法人駿河台学園」として認可を受けた。組織としては、1930

年に個人立各種学校として認可されたままであったが、駿河台学園は山崎寿春

氏が理事長となり、彼の三男である山崎春之氏 13が理事に就任し現在に至る。  

 

第 3 節   駿 河 台 学 園 概 要  

 

同学園は、3 大予備校の一つとして「駿台予備学校」の運営を含む、一大教

育コンツェルンを形成しており、外語、トラベル、法律・経済などの各種の専

門学校を展開するほか、幼稚園、高等学校、大学の経営、運営も行っている。  

教育産業白書 14によると、その業績は、推定値であるが、2000 年度売上高は

前年から 4．3％減の 220 億円。生徒数は 4 万 5 千人、校舎数は予備校部門の

みで 21 校、系列校で 8 校、専門学校・語学学校・その他では 11 校、総数では

40 校となっている。  
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第 2 章   補 完 機 関 か ら の 脱 却 と そ の 展 開  

 

 第 １ 節  戦 後 日 本 の 社 会 的 背 景 と 予 備 校  

 

戦後において、日本は「教育の機会均等」「全ての人に同じ教育を」 15という

旗印の下、前述したエリート生産構造である複線式の教育体系を単線式の、す

なわち、小学校―中学校―高校―大学という 1 本のコースに移行することにな

る。しかし、単線式の教育体系では、教育機関選択の自由はない。もちろん中

学きり、高校きりで学校を辞めたりすることはできるが、程度の差のある種々

な完成教育（例えば、工業学校、工業高校、工業大学の教育）は新体制の単線

教育機構の中で例外である。それらを例外で無くするには、単線を複線化しな

ければならない。このように単線系で短い完成教育が不可能なら、無理矢理に

も全員が長い 1 本の道を歩まなければならなかった。  

さらに、高度成長期を経て日本人のほとんどが中流意識 16を持つことになっ

た。原純輔氏は、「少なくとも物に関するかぎりは、質の上下はあるとしても、

絶対的な所有・非所有という差異はみえにくくなった。中流意識もすでにある

種の飽和状態にある。これは、戦前の社会には明瞭にみられた階級差が消滅し

たということでもある。」 17と述べている。また、日本には貧富の差というもの

が欧米に比べ少ない 18。例えば、欧米では、階級が歴然とあって、住んでいる

地域や服や持ち物はもちろん、出入りするレストランや新聞、雑誌、考え方な

ども、階級によって異なる。そして、欧米に見られるいわゆる労働者階級には、

初めから大学に行こうと考えるものは少なく、労働者階級は原則として労働者

にとどまるのである。ところが、日本人は、階級という概念があまりない。日

本人の殆どが一見したところ同じような服を着て、同じようなものを食べ、同

じような生活様式をとっているのである 19。皆が中流であって、はっきりとし

た階級がないから、競争すれば上に上がれる 20。日本では、親が中学卒でも、

子供の能力と努力次第で上層にあがることができる 21。だから、競争をするの
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である。このことは大学進学にも当然あてはまることだろう。このような要因

から、日本の大学進学率は上昇し、多くの若者が大学か短大に入学するという

状況になっているわけである。これらの社会的な背景の中、予備校はその流れ

に便乗したのである。  

 

第 2 節   予 備 校 全 国 展 開  

 

予備校生が急激に増えだした 1965 年から 1970 年にかけて、大学の大衆化に

ともなう予備校の大衆化が始まった。この大衆化の象徴として、1965 年以前の

「モラトリアム」と、その補完機関という予備校のイメージは大きく変わった。  

予備校が全国展開を始めたきっかけは、意外にも大学紛争であった。大学紛

争の真っ只中において、東京大学は、1968 年 12 月 29 日の評議会にて、現時

点の判断として入試は中止せざるを得ないとの提案が行われ、文部省とも意見

の一致をみたこの提案は、翌年の 1969 年 1 月 21 日の評議会の決定にもとづき

文部大臣に抗議文を手交して、東京大学開学以来、初めての入学試験中止とい

う事態が確定した 22。受験界の大方の予想は、東大志望者は一橋大・東京工業

大に流れるだろうというものだった。やはり、関東という地の利が、文系なら

一橋大・理系なら東工大という吸引力を発揮するのではないか、と。しかし、

蓋をあけてみると、東大志望者は関東から去り京都大学へ流れたのである。こ

の事件は意図せずとも受験生の全国志向を顕にした。よい大学に進むためなら、

受験生は全国各地を駆け回る。この結果を受けて、駿台は 1971 年に京都校を

立ち上げ、全国展開を始めた。遅れること数年、愛知県を拠点にしていた河合

塾が 1977 年に駒場校を開設し、1979 年には代々木ゼミナールが、名古屋校を

開設した。それから先、各校は全国各地へと展開していくことになる。駿台で

は 1971 年に進出ずみの京都校についで、1981 年に大阪校を開設した。また、

1984 年には東京周辺に大宮校を設立し、同年、新大久保の新宿予備校も買収し

て関東の拠点を固めた。  
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第 3 節    補 完 機 関 か ら 情 報 産 業 へ の 歩 み  

 

 1979 年を境に予備校はその役割を変化させていく。この年から中央教育審議

会 23の提案を受けて、日本で初めて全国統一の入学試験である共通一次試験 24

が始まったからである。共通一次試験は、全国 30 万人の国立大学受験生に同

じ一次試験を課し、受験生はその結果から受験校を自主的に判断し、各校の特

色ある二次試験（全国立大学が同一日に実施）との合計で合格を決めるという

制度であったため、国立大学の受験生は、全国共通の一次試験と大学独自の二

次試験の両方を受け、その合計点数によって合否を判定されることになった。

試験が 2 回に分かれたため受験生の関心は一次試験で何点取っていれば合格の

見込みが出てくるかという点に集中したが、大学入試センターは個人得点を公

表しなかった。各予備校は受験生のニーズに敏感に反応し、受験生の自己採点

の得点データを集めて、～大学志望者の中で～点の受験生は～位であるから、

二次試験で～割得点すれば合格するという目安を発表した。共通一次が、大学

入試センター試験 25へ移り変わり、ますます予備校の役割は拡大していった。

受験生は各自センター試験の自己採点結果を予備校に提出し、予備校によって

全国規模 26で行われる大学入試センター試験自己採点集計 27の結果を元に自分

の位置付けと合格可能性を把握し、受験校を決定 28する。このことは、予備校

が、受験システムの中で巨大なデータベースを構築した一つの情報産業として、

非常に重要な役割を担っていくこととなる布石でもあった。  

 

 

第 4 節   「 ゴ ー ル デ ン ・ セ ブ ン 」  

 

 予備校の勢いは受験人口の増加に伴い、拡大の一途を辿ったのである。ちょ

うどこの時期にあたる 1986 年から 1992 年までの７年間を＜ゴールデン・セブ

ン＞と呼ぶ。1990 年代の特徴は、日本では「昭和の」終焉とバブルの崩壊とい

う出来事があり、国際的には 1980 年代の後半から続いた社会主義の崩壊によ
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るボーダレスの時代であり、世紀末的な世界の進行と混乱の時代ということで

あった。予備校において、この時代は第 2 次ベビーブームと重なって「完璧」

なバブル期であった。この時期を総量的に計ってみるとバブル期における予備

校は 4 倍から 5 倍に膨れ上がった。この頃、駿台ではテレビ CM などによるメ

ディアへの露出が盛んであった。「あの頃においては CM が非常に効果的であ

った」（駿台インタビューより）。この後、急成長、急発展をとげた予備校はゴ

ールデン・セブンの終焉と共に、バブルの崩壊と少子化による受験者数の減少

によって、冬の時代を迎えることとなった。  

 

 

第 3 章   「 情 報 産 業 」 と し て の 予 備 校  

 

第 1 節   予 備 校 の 現 在  

 

現在、予備校、受験産業はとても厳しい状況にある。（図１参照）  

（図 1：教育産業白書， 2000 年より）  

その大きな要因は、まず、少子化が挙げられる。国立社会保障・人口問題研究

所 29の「日本の将来推計人口」30によれば、大学生人口は、1995 年には 754 万

4 千人だったのが 2005 年には 565 万 2 千人と大幅に減少するとの予測がある。  

一方で、文部科学省の 2000 年度の「学校基本調査報告書」31によると、学校

数 32、学生数 33は増加の一途をたどっている。そこで、日本の進学率 34から線形
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回帰分析を行い（図 2 参照）、その数値を 18 歳人口予測数値 35の絶対数に対し

て掛け合わせた、将来の進学者予測数値を計算した。（図 3 参照）  

進学率の線形回帰分析
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（図 2）  
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進学者予測数値は、1975 年から 2000 年までの進学率の線形回帰 Y=0.8249X

＋27.392（図 2 より）を将来の 18 歳人口予測値に乗じて算出した結果、図 3
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にみられる将来の進学者予測数値が得られた。さらに、大学入試が多様化（Ａ

Ｏ入試 36など）し、なおかつ、定員割れを防ぐために受皿を拡大する大学が現

れ始めるなど、「大学全入時代の到来を目前に控え、浪人生人口が激減している

予備校については、事態は深刻であり、各地で廃業・縮小の声が聞かれている。」

37このことにより、予備校市場規模が縮小していくこともうかがえる。  

 

第 2 節   現 在 に お け る 予 備 校 の レ ゾ ン デ ー ト ル  

 

第 1 項   学 校 経 営 か ら み る 予 備 校 像  

 

駿台では、言わば「予備校立」である学校、つまり、予備校が学校を経営す

るという形を世の中に誕生させている。駿河台大学、また、駿台甲府高等学校・

駿台甲府中学校における６年間の中高一貫教育、駿河台大学第一幼稚園などか

ら予備校が学校を経営するという新たなかたちがみられる。また、駿台甲府高

等学校では、駿台との連携を示すものとして予備校の校内テストを課外の授業

枠で実施し、学力の伸長度を予備校の高校クラスの生徒と比較し、授業にフィ

ードバックした。英数国は 1 年次から予備校の教材を用いて演習授業を行い、

通常の授業にも予備校の有名講師が加わった。 2 年次からは夏期、冬期、春期

の特別講習会を行い、予備校の主任教授が駿台甲府高校生を直接指導する集中

授業を行った。また、大学進学結果の躍進で他県の公立高校からの学校訪問が

増え、1 年で 10 校以上を数える年もあった。新聞、雑誌、ＴＶ局からの取材も

増えた。その切り口は主として「 “予備校立 ”新設高校の躍進の秘訣」といった

ものであった。平成 5 年 4 月、駿台甲府中学校が甲府市上今井町に開校した。

駿台では初めての義務教育の学校である。これにより、中高一貫教育が「予備

校立」として実を結ぶこととなった。他にも資格取得系専門学校を開設するな

ど、学校経営は年々、広がりを見せている｡さらに、予備校としての業務から離

れた視点を持つもので大学生向けの講座も開講している。「大学生サポート事

業」と銘打ち、大学の授業についていくことのできない者、主として大学に入
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学したものの科目未履修・習熟不足などの理由で，大学教育を受けるために必

要な基礎学力が低い学生を，一定水準に引き上げる教育プログラムビジネスを

展開している。「これは大学からのオファーを受け、それに応えるというかたち

であり、大学側からの需要が高まっている」（駿台インタビューより）ことがう

かがえ、今後も更なる拡大がみられるだろう。このように予備校は受験という

本来の舞台から、関連する新たな舞台へと斬新な切り口で変化を遂げ続けてい

るのである｡ 

 

第 ２ 項   予 備 校 の 産 物 「 偏 差 値 」  

現在の大学受験において重要なポイントを占めるのは、「偏差値」である。

偏差値とは、学力試験などの結果を相対評価する方法の一つである。予備校が

作り出したといえる偏差値は、模試の結果から、全体の受験者の中の自分の位

置を数字を用い一目で確認できるシステムといえる。全国の受験生にとって、

偏差値を大きな指標として合格可能な大学を定め、受験校を決定するという図

式が成立している。大学への進学をめざす受験者にとって、志望校選択は大変

重要なテーマであり、それだけに時間をかけ、慎重に行わなければない。現実

に入試で学力試験が実施され、その成績が「合否」に大きくかかわってくる以

上、大学の合格難易度(合格ライン)と自分の学力レベルを客観的に、かつ的確

につかんでおかないと、思わぬ失敗を招くことになるのである。つまり、適切

な志望校選択をするためには、まず大きな集団(母集団)のなかでの自分の学力

位置をきちんと知っておくことが大切なのである。 

偏差値は、受験者集団の得点の平均と標準偏差を基に次の変換式で求められ

る。（図 4 参照） 
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  （図４） 

ここでいう「標準偏差」とは、ばらつきを示す数値である。例えば、平均点を

中心にして 0 点から 100 点まで万遍なく得点が分布すると「標準偏差」は大き

くなり、逆に得点差が小さいと「標準偏差」は小さくなる。どちらにしても、

テストのでき不できは得点だけではうまくはかることができない。数点の違い

で順位が大きく変わることもあるからである。そこで登場したのが「偏差値」

である。ばらつきの違いは標準偏差が吸収してくれるので、標準偏差から求ま

る偏差値は、テストのでき不できを考えるのにとても便利なものであるに違い

ない。 そもそも、偏差値は、大規模な模擬試験 3 8を行う業者が 1970 年代後半

に使い始め、受験競争の過熱化に伴い全国に広まったものである。 特に、高

校・大学進学に際して志望校への合格率を高めるために偏差値による輪切り進

路指導・輪切り選抜の傾向と、偏差値という相対的位置を競い合う傾向が強ま

っていった。こうした偏差値教育の弊害を是正するために文部省（現文部科学

省）は業者テスト追放を断行し、脱偏差値作戦 3 9を奨励したのである。1984 年

2 月 24 日、政府が初めて予備校を公式に視察した。この日、教育改革を課題と

して打ち出していた中曽根首相は、森文相らと共に駿台を訪れた 4 0。しかし、

偏差値追放を訴えようと思っていた政府側の考えに対して、実際に受験戦争の

渦中にいる受験生の方が寛容で、視察団は肩透かしを食ってしまった。 

このことは、偏差値こそが問題の難易度にかかわらず全受験者中の自分の位

置を客観的に知ることを容易にし、時期の違うテストでも自分の学力レベルを

正確に知ることを可能にしていることを意味し、受験生によってその需要を明

確化されたことの表れではないだろうか。その意味で、現在の受験システムに
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おいて偏差値の役割は非常に大きく、受験者にとって必要不可欠なものである

ことは疑いようもないのである。 

 

第 3 項   予 備 校 の 新 た な 動 き  

 

近年、駿台と並ぶ「SKY」の一つである河合塾が大学入試問題作成を請け負

うと発表し話題を呼んでいる 41。河合塾では、すでに 2001 年から国立大学１校

を含む十数校から問題作成の打診があり、2000 年と 2001 年の 2 年間について

入試問題評価を行った結果、正解のない問題や、学習参考書から借用したとし

か思えない問題が目立ち、「高校教育と受験生を守るために」入試問題作成に踏

み切ったという。その価格は 1 科目 100 万～200 万円だということである。さ

らに、「相次いで明るみに出ている入試判定ミスをなくすため、模擬試験で合格

可能性を判定するシステムを大学の成績処理プログラムに生かすことを 480 の

大学に提案した。」 4 2と報じられている。だが、駿台では「入試問題作成はもち

ろん、入試判定システムも含め、予備校が入試そのものに関わることは絶対に

行ってはならない」（駿台インタビューより）と批判的な見解を示している。特

に入試問題作成については、「入試問題というのは、その大学のアドミッショ

ン・ポリシーを表す一つの手段であり、どのような学生が欲しいか示すメッセ

ージであるはず、だから、予備校が入試そのものに関わることは駿台では絶対

にありえないことだ」ということである。  

しかしながら、必ずしも大学教授が問題作りに優れているとは言い切れない。

特に、規模の小さい大学や専門の教授のいない大学では問題作成が困難で、か

えって専門家がそろう大手予備校の方が優れた問題を作成する可能性は十分に

あるのである。自ら問題を作成する大学と予備校に外注する大学の情報が受験

生に行き渡れば、当然良い方が残るであろう。そして、予備校同士が競い合っ

て問題作りをすることによって、さまざまな問題、デメリットは改善されてい

くはずだし、予備校の成績処理プログラムを大学側が導入することで、入試判

定ミスも回避できるであろう。  
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第 3 節   今 後 の 情 報 産 業 と し て の 意 義  

 

予備校にとって入試問題作成請負業務はもちろん、入試に直接関わる業務は、

新たなビジネスチャンスとして確立される可能性を秘めている。文部科学省も

ビジネスという面では「学校法人形式、株式会社形式問わず、予備校が営利を

目的として活動することは構わないことである」（文部科学省インタビューよ

り）とも述べている。「受験生を教える予備校が一方で入試問題を作れば、『胴

元がバクチを打つ』ような不信感を持たれるかもしれない。しかし、絶対に漏

洩がない仕組みを作る」と河合塾も発表しているが、セキュリティ問題への対

処を明確にすることや、受験に直接関わる団体としての信頼性など様々な問題

があり、まだまだ解決しなくてはならない点が多いことも、また確かである。 

しかし、上述してきたように、教育制度の歪、ビジネスという両面から見て

も、今後、予備校という情報産業が入試そのものに更に深く関わっていくこと

は必至である。我々が調査した駿台は、否定的な見解を示してはいるものの、

これらのように入試に直に参入することによって予備校が新たな社会的役割を

担っていく可能性は十分に考え得ることである。 

 

おわりに  

 

そもそも、予備校とは社会において必要のないもので、中等教育の補完役と

して誕生した機関であったが、様々に変化する社会の中で「情報産業」として

の道を歩み、受験生に向け情報を発信するようになった。また、教育界の移り

変わりと共に受験生の気質も変化した。駿台の西川氏は、「生徒が、自分で調べ

るということを忘れてしまったようだ｡こちらから情報を提供し、それに反応し

て動く。だから全てこちらから情報を発信しなければならないのです。昔と今

では生徒のモチベーションはかなり違うようです。」（駿台インタビューによる）

と語る｡受験生にとって、その発信された情報を巧みに活用し受験するという図



 15

式が一般的となっていったのである。  

模擬試験を実際の大学入試問題に限りなく近い状況で行い、その結果として

算出される、受験校を決定する際の最も大きな判断材料となる偏差値や、セン

ター試験時に行なわれる解答速報、自己採点集計データ処理も、すべて予備校

が情報を発信しており、もはや、予備校なしに受験システムは機能しないであ

ろう。  

受験勉強や科目の補修を教えるサービスに加え、受験に関わる情報全体を供

給することを「受験マーケット」と定義づけるならば、この「受験マーケット」

は予備校を中心として動いているのである。予備校は社会の変化に対応し、受

験に欠かせないデータの供給システムとして教育制度の枠組みに内在化してい

き、社会的なレゾンデートルを確立したのである。また、1999 年 6 月答申の「生

涯学習審議会」 43の声明 44において文部省（当時）がそれまで否定的な捉え方

をしていた「予備校・学習塾」の教育システムの中での存在を認知せざるを得

なかったことは、予備校が日本の大学受験に緊密に関わっていることへの何よ

りも大きな裏付けとなるであろう。予備校が受験界をリードし、コントロール

していると言っても過言ではなく、言わば社会の歪みによって発生した予備校

が、今やこれだけの影響力を持ち、日本の受験、さらには教育システムの中に

しっかりと根づいているのだ。  

以上のことから考察すると、予備校こそが「受験マーケットの調停者」であ

り、その役割を担っていると言えるだろう。  

最後に、本論文を作成するにあたり様々な示唆を与えてくれた方々、ならび

にインタビューに快く応じてくださった方々に、この場を借りて、深くお礼を

申し上げたい。  

 

                                    以 上  
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抜を取りやめ ,当該地域の生徒を能力・適性にかかわりなく収容し ,全てのタイプの中等教
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約 45％ ,在学者数で全体の約 60％に達している。 高等教育については ,1960 年代には世界

の国々に先駆けて ,「新しい大学」9 校の創設と高等工業カレッジ 10 校の大学昇格を実現
して大学制度の拡充が行われた。1960 年代末からは総合技術専門学校 (ポリテクニック )30
校の創設や ,教育カレッジ ,総合技術専同学校及び継続教育機関の統廃合などによる高等教
育機関の再編成が進められている。また ,2 か年の修業年限で取得される「高等教育修業証

書」制度の新設 ,教育機関での教育と産業現場での実習訓練とを一定期間交互に繰り返すサ

ンドイッチ方式による教育 ,公開大学 (1971 年 1 月授業開始 )による学習など ,高等教育の多
様化が積極的に推進されている。  
3  国立教育研究所編『日本近代教育百年史 4 学校教育  （2）』，407 頁  
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とと、面接（面談）が必ず実施されるということである。 2001 年度には 207 大学が実施



 20

                                                                                                                   

した。  
37  『教育産業白書』矢野経済研究所，2001 年，63 頁  
38  大学入試に即した実践的な形式で行う試験で、全国レベルの学力判定と、合格可能性
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